	受付番号
	



【様式１】

「令和８年度沖縄県宿泊需給最適化検討事業」
企画提案応募申請書



　みだしのことについて、応募します。

令和　年　月　日


沖　縄　県　知　事　殿

	提出者　住　　所
	


	　　　　会 社 名
	


	　　　　代表者名
	


	連絡担当者
　　所属・職・氏名
	



	電話番号
	


	FAX

E-Mail
	






（注）共同企業体の場合は代表法人名を記載し、別途、共同企業体の協定書を作成して添付すること。

	受付番号
	


【様式２】

「令和８年度沖縄県宿泊需給最適化検討事業」
企画提案書


１　基本方針（本事業を実施するにあたっての基本的な考え方）




２　提案内容と実施方法











３　その他（自由記載・自主提案）






（注）
１　本様式を表紙とし、別途作成した資料を添付して提案することも可能
２　用紙はA4判とし、左上をホチキスで止めること
３　片面印刷とすること

	受付番号
	


【様式３】

会　社　概　要　表

	会社名
（代表者氏名）
	

	沖縄における本店又は支店の住所
	

	設立年月
	

	関係会社
	

	資本金
	

	
	

	社員数
	

	
	

	主要加盟団体
	



	会社の主要業務

	





	主要株主
	株主名
	持株割合（％）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）共同企業体の場合、構成者毎に作成すること。


	受付番号
	


【様式４】

積算見積書

令和　年　月　日

沖　縄　県　知　事　殿

住　　所
会 社 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担 当 者
連 絡 先(電話番号)

業務名　令和８年度沖縄県宿泊需給最適化検討事業
上記業務の委託費について下記のとおり積算見積もりいたします。

積算見積額　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を含む）

	項目
	摘要
	単価
	数量内訳
	小計

	１　直接人件費
	
	
	
	

	２　直接経費
	
	
	
	

	　(1)　・・・費
	
	
	
	

	　(2)　・・・費
	
	
	
	

	　(3)　・・・費
	
	
	
	

	３　一般管理費
　　（諸経費）
	
	
	
	

	４　消費税
	
	
	
	

	合　計
	


（注）別途作成でも可能。その場合は、「様式４」と明記すること。








【様式４別紙】

１．積算見積書（様式４）において、積算の費目は次のとおりとすること。
(1) 人件費
(2) 直接経費（報償費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用料及び賃借料、
再委託費、その他必要と認められる費目）
(3) 一般管理費（（人件費＋直接経費－再委託費）の10％以内とする。）
(4) 消費税

２．積算に当たり、以下に留意すること。
(1) 人件費は、業務内容ごとに記載し、積算に使用した単価及び日数（時間数）を明記すること。また、正職員と同等以上または一定の経験がある者を臨時雇用する場合は直接人件費に計上し、事業に必要な業務補助を行う補助員（アルバイト等）の賃金は、直接経費に計上すること。
(2) 外部委員の報償費（謝金）は、県の基準に準じ、日額「10,000円」とすること。
(3) 旅費は、当該委託業務の遂行に必要な範囲であって、受託者や外部委員の移動及び滞在に要する経費とすること。その際、過度に高額とならないよう留意すること。
（参考：県一般職員の旅費基準額 一人当たり）
① 那覇‐本島北部（日帰り）（バス利用）の場合「4,840円」
② 那覇‐宮古島市（１泊）の場合「56,620円」
③ 那覇‐石垣市（１泊）の場合「71,200円」
④ 那覇‐東京都（１泊）の場合「123,900円」
(4) 建物等施設に関する経費、事業内容に照らして当然備えているべき機器・備品等（机、椅子、書棚等の什器類、事務機器等）、事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費、その他事業に関係のない経費は計上不可。
(5) 再委託費は、当該事業に直接必要な経費のうち、受託者が実施できない又は実施することが適当でない業務の遂行を他の事業者に委任又は準委任して行わせるために必要な経費に加え、仕事の完成を目的とした外注（請負契約）に必要な経費も対象とすること。
（請負契約の例：機械装置等の設計・製造・改造、ソフトウェア開発、パンフレットの製作・印刷、番組等コンテンツ制作、物品運送、試料製造、分析鑑定等）




	受付番号
	


【様式５】

事　業　計　画

１　業務スケジュール
　（注）本様式以外の様式でも可能。その場合は「様式５」と明記すること。













２　組織体制図
（注）
１　本様式以外の様式でも可能。その場合は「様式５」と明記すること。
２　コンソーシアムでの応募の場合は、構成事業者ごとの担当区分が明確となるように記載してください。



	受付番号
	


【様式６】

実　績　書

	
年度

	
委託元
	
委託金額
	
事業内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）過去５年間（令和３年度から令和７年度）の類似事業等の実績（見込み）を記入してください。





	受付番号
	


【様式７】

誓　約　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
  　
沖縄県知事　殿

申請者住所
事業者名
代 表 者 　　　　　　　　　　　㊞

　私は、令和８年度沖縄県宿泊需給最適化検討事業に応募するにあたり、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること及び申請書類の内容が事実と相違ないことを誓約します。

	
（参考）
地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）
第167条の４ 　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 
(1) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成３年法律第77号）第32条第１項各号に掲げる者

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成３年法律第77号） 
第32条 　国及び地方公共団体は、次に掲げる者をその行う売買等の契約に係る入札に参加させないようにするための措置を講ずるものとする。 
(1) 指定暴力団員
(2) 指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） 
(3) 法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの 
(4) 指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者（前号に該当するものを除く。）



（注）コンソーシアムでの応募の場合は、構成員全員分を提出して下さい。


	受付番号
	


【様式８】

質　問　書

令和　年　月　日

	住　　所
	

	会 社 名
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	連 絡 先
	電話
E-Mail



【令和８年度沖縄県宿泊需給最適化検討事業】
	番号
	募集要項・仕様書の項目
	質問内容

	
	
	




